









































































































































































あっても，牽連した債務の間の相殺を認める［DANOS 2015, p. 1658］。
　このような相殺の効果は，破毀院商事部2007年 2月20日判決（Com., 20 févr. 
2007, n° 05―19. 858, Bull. civ. 2007, IV, n° 50.）において，相殺に供される「それ
らの債権のうちの一つが最初に請求可能になった日（au jour de l'exigibilité de la 
première d'entre elles）」に生じるものとされた。その後の破毀院判決も同旨を
述べる（Civ. 1re, 25 nov. 2009, n° 08―19. 791, Bull. civ. 2009, I, n° 234 ; Com., 23 











conventionnelle）――が存在することが認識されていた［TERRÉ et al. 2013, nos 

























言い渡すことができる」（フ民新1348条）と説明される［BÉNABENT 2016, n° 
784］。
　前述に紹介した判例の展開を背景として，上述の法律上の相殺及び裁判上の
相殺に関する規定において，「牽連した債務の相殺（la compensation de dettes 
connexes）」という概念がフランス民法典に採用されることになった（なお，
フランス商法典 L. 622― 7 条 1 項には，すでに，「牽連した債権の相殺（la 
compensation de créances connexes）」に関する規定がある）。以下において，こ






inhérente à la dette）」として特別に規定されている（この順に条文を挙げれば，
①フ民新1324条 2項第 1文，②新1328条，③新1216― 2条 1項，④新1346― 5条
3項第 1文。改正法の邦語訳として，［荻野ほか 2017］がある）。これに対し
て，牽連しない債務の相殺（la compensation de dettes non connexes）について
は，債権譲渡が対抗可能になる「前」（フ民新1324条 2項第 2文），及び，弁済




（exception extérieure à la créance）」［FRANÇOIS 2017, n° 490］とされる。
　「債務に内在する抗弁」について条文に明確な定義はないものの，前掲のい
ずれの条文においても，無効，同時履行の抗弁及び解除と並んで，「牽連した
債務の相殺」が例示列挙されている。近年の論文［DANOS 2017, p. 1320］に
よれば，それは「物（この場合には債権）に結びついた抗弁（exceptions rei 
autem cohaerentes）」であり，ローマ法においては，「人に結びついた抗弁












［DANOS 2017, p. 1320］。破毀院商事部2010年 1 月12日判決（Com., 12 janv. 


















になった日（au jour de l'exigibilité de la première d'entre elles）に，効果を生
じたものとみなされる。
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［ROBINE 2015, p. 63］や，牽連した債務の相殺を裁判上の相殺の一つの種類に
押し込める理由はないと述べるもの［LAITHIER et al. 2016, p. 782］，牽連した
債務の相殺は牽連しない債務の法律上，裁判上または合意上の相殺との関係で
は真に独立した独自の制度であると述べるもの［FRANÇOIS 2017, n° 115］が
ある。フランス共和国公式機関紙に掲載された契約法等改正に関するレポート










が原則である［LATINA et CHANTEPIE 2016, n° 1014］。不完全直接訴権の場合





CHANTEPIE 2016, n° 1029］［MAXIME 2017, n° 551］が含まれており，同条
は，これらがあった場合にも相殺を対抗できることを意味している。さらに
は，債権譲渡や併存的債務引受，契約譲渡，弁済者代位のような債権・債務の
移転もこの「第三者による権利取得」に含まれる［LATINA et CHANTEPIE 
2016, n° 1029］。前述のように，これらの場合における債務に内在する抗弁と
しての牽連した債務の相殺を法律上の相殺の箇所で説明する学説がある一方




［LATINA et CHANTIEPIE 2016, n° 1029］としても言及するものもあることか










殺の効果については，遡及効が認められる［ROBINE 2015, p. 63］［LATINA et 
CHANTEPIE 2016, n° 1028］。
　ただし，改正法においては，「牽連した債務」の定義は規定されておらず，
解釈にゆだねられている［FRANÇOIS 2017, n° 111］。代表的な法律用語辞典










のある概説書・体系書［BÉNABENT 2016, n° 784 （notes 22 et 29）］［FRANÇOIS 
2017, n° 110（note 2）］において参照される近年の研究［DANOS 2015］を参






の債権が「同一の発生原因」［DANOS 2015, p. 1657］に基づくことによって認
められるものと述べて，①同一の契約から生じた債権，または，②異なる契約
であっても「一つの統一的な契約の集合（un ensemble contractuel unique）」を
構成する契約から生じる債権に，このような牽連性が認められるとして，これ
を「法律上の牽連性」と称する［DANOS 2015, p. 1656］。
　ⅱ債権の発生源における同一性
　①「同一の契約関係」から二つの債権が生じる場合は，債権間の牽連性が認





る［DANOS 2015, p. 1656 et 1660］。ただし，その契約において主たる債権及び
その契約に特徴的な債権は，他方の債権が一方の債権の原因であるので，代替













債務の牽連性を認めてきたものと述べるものがある［AUBERT et al. 2015, n° 
485］。
　前者の例（ⅰ枠契約のある場合）として，たとえば，破毀院商事部1994年 4










めて，破毀院商事部2001年 7 月17日判決（Com., 17 juil. 2001, n° 97―18. 387, 
Inédit.）は，「同一の契約に基づく相互的債務が欠ける場合には，このような
関係〔債権と債務の間の牽連関係（connexité entre les créances et dettes）〕は，
当事者間でその取引関係を発展させる枠組みとして定められた合意の履行にお






oct. 2014, n° 13―24. 482, Inédit.）は，以下のようにして，当事者間に対立する
債務が一つの契約からではなく，異なる二つの契約から生じた場合にも，それ
らの契約が一つの統一的な契約の集合を構成するものとして，破産管財人から







する Intersport France社の株主になった。Intersport France社の定款及び内部規
則は，その株主の一人の事業停止の場合を規定しており，それによれば，その
原因が何であれ，その事業を停止した株主は，Intersport France社に対して負
担する債務全額を履行して，その保有する Intersport France社の株式を Groupe 
Intersport社に譲渡しなければならないものとされていた。Distrisport 79社は，
2010年 1月27日に，裁判上の清算（liquidation judiciaire）に陥った。破産管財




















な契約の集合（un ensemble contractuel unique）を形成するものと判断した
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9月23日判決（Com, 23 sept. 2014, n° 13―14. 815, Inédit.）を取り上げて紹介す
る［DANOS 2015, p. 1660］。
　この原審の認定によれば，事実関係は，次のようなものである。フランス法
を準拠法にする2003年12月23日の契約によって，ドイツの会社 Schwarzkopf & 
Henkel（以下，「Schwarzkopf社」という。）は，フランスにあるその子会社で
あり，梱包事業を行う Liepvre cosmetics社の株式をオランダの会社 Budelpack 
Holding BVに対して譲渡し，この譲渡代金は，2005年 1月 3日から2009年 1
月 2日までの間に，年 5回の分割払いで支払うことができると約束された。こ
の譲渡合意は，Schwarzkopf社と Budelpack Liepvre社間の下請契約（contrat de 
sous-traitance）と呼ばれる第二契約への署名を停止条件としており，それは，
Schwarzkopf 社，Budelpack Holding BV 社 の 子 会 社 で あ る Budelpack 
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